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1. 人口構成の変化 
（1）人口推移（将来の人口減少） 

松戸市の常住人口は、令和 6年 9月１日時点で 499,442 人である。国立社会保障・人口問題研究所

の将来人口推計によれば、2025 年をピークに人口は減少する。 

一方、高齢化率は上昇し、高齢者人口は、2050 年には現在の約 1.3 倍になることが予想される。 

 

出典：国勢調査（昭和 40 年～令和 2 年）、国立社会保障・人口問題研究所（令和 7 年～令和 32 年） 

図 1-1 年齢階層別の人口推移 

 

（2）高齢化率の上昇 

「幸田」「小金原」「金ケ作」「高塚新田」「矢切」「主水新田」「千駄堀」「紙敷」等の高齢化率が高

く、エリアごとの差が大きい。 

 
出典：国勢調査（令和 2 年） 

図 1-2 65 歳以上人口率の分布（令和 2年）  
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2. 充実した都市機能 
（1）子育てしやすいまちづくり 

松戸市総合計画では、基本目標 1として「子育て・教育・文化を軸とした都市ブランドづくり」を

掲げており、若い世代の結婚、出産、子育ての希望をかなえるとともに、子育て世帯にも魅力的な

「子育てしやすいまち」として選ばれるまちづくりを進めている。 

 

（2）都市機能の充実度 

松戸市における都市機能の人口カバー率は、他の自治体と比較して充実度が高い。 

 

表 2-1 各種都市機能の人口カバー率 

 

出典：松戸市立地適正化計画（第 2 章） 

 

（3）子連れ外出の難しさ 

令和 6年度に実施した関係団体意向把握では、ベビーカーを押して道を歩いたり駅を利用したりす

ることの不便さや、公共交通利用時の他者からの目線に対する不安などが、子どもを連れた外出をた

めらってしまう原因になっているとの指摘があった。 

 

 歩道が狭く、舗装がガタガタしており、ベビーカーで道を歩くのが大変。 

 本来であれば公共交通を利用したいという声は聴くが、ベビーカーなど、駅が利用しにくいという
声も多い。 

 子どもを黙らせないといけない、文句を言われるかもしれない、と思うと、子どもを連れて公共交
通を利用するのが難しい。 

出典：令和 6 年度関係団体意向把握 
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3. 高い水準の移動機能 
（1）整備状況 

松戸市の移動機能は、概ね高い水準を保っている。 

 

 

出典：第 1 回松戸市地域公共交通活性化協議会 

 

 

 

図 3-1 松戸市内の鉄道・バスの路線及び駅・停留所 
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（2）市民の利用頻度 

鉄道に比べて、バスの利用頻度が低く、「年数回以下」が約 69％となっている。 

 

 

 

 

 

図 3-2 最寄りの鉄道駅の利用頻度 

 

図 3-3 最寄りバス停の利用頻度 

出典：令和 6 年度松戸市市民意識調査 
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4. 公共交通の利便性が低い地域が存在 
（1）13 の公共交通空白地 

松戸市では、アンケート調査結果に基づいて算出された鉄道駅及びバス停からの距離と路線バスの

サービス水準に基づいて、「公共交通空白地域」と「公共交通不便地域」（以下、双方含めて「空白地

域」とする）が計 13 箇所設定されている。 

 

出典：松戸市みんなが元気になる公共交通の検討会議 資料 

図 4-1 松戸市の公共交通空白地域及び公共交通不便地域とその考え方 
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（2）コミュニティバスの導入 

松戸市では、地域の多様な移動ニーズに対応する手段のひとつとして、既存の公共交通ネットワー

クの補完や公共交通空白地域の解消などを目的とする「コミュニティバス」が導入されている。 

13 の空白地域のうち、「5.中和倉地区」では、令和 2年 4月より松戸市初となるコミュニティバスの

本格運行が開始された。また、「13.高塚新田地区」においても、令和 7年度の実証運行に向けた準備

が進められている。 

 

（3）町丁目別の外出率 

町丁目別の外出率をみると、鉄道駅から遠いエリアでは、外出率が相対的に低くなっている。 

 

出典：第６回東京都市圏パーソントリップ調査 

図 4-2 松戸市の外出率 
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5. 交通事業者を取り巻く厳しい状況 
（1）交通事業者の経営状況 

2024 年 4月から、働き方改革関連法による時間外労働の上限規制等が適用され、かねてからの人員

不足に拍車がかかり、公共交通の減便や廃止が懸念されている。人口構成の変化（人口減少、高齢

化）や生活様式の変化（テレワークなど）による外出機会の減少、燃料費の高騰をはじめとした物価

高なども影響し、交通事業者の経営は厳しい状態が続いている。 

また、国土交通省における「地域の公共交通リ・デザイン実現会議」等においても、交通事業者の

経営は厳しい状態が続いていることが地域の実情として挙げられている。 

 

（2）松戸市の交通事業者の現況 

松戸市でも、令和 6年度に実施した交通事業者意向把握において、利用者数の減少や人手不足など

の厳しい経営状況が確認された。 

 「鉄道は当たり前にあるもの」が徐々に変わってくることも想定しなければならない 

 修繕費の悩みが尽きない 

 更新時期などが来ると、サービス水準が低下していくことが予想される 

 若者が会社を辞めてしまう傾向が強くなっている 

出典：令和 6 年度交通事業者意向把握 
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（3）松戸市の鉄道・バスの利用者数の推移 

松戸市における年間利用者数の推移をみると、鉄道・バスいずれにおいても、平成３１年度から令

和２年度にかけて、新型コロナウイルスの影響により利用者数が約 2～5割減少した。 

令和２年度以降は回復傾向にあるが、事業者によってはコロナ前の約 8～9割に留まっている。 

 

出典：交通事業者提供資料 

図 5-1 松戸市内鉄道駅における平成 31 年の 1日平均乗車人員を 100％とした際の推移 

 

 

出典：交通事業者提供資料 

図 5-2 松戸市内路線バスにおける平成 31年の年間利用者数を 100％とした際の推移 
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6. 公共交通における地域の多様な関わり 
（1）活発な市民活動 

松戸市では、地域主体の移動手段として、コミュニティバスの導入、グリーンスローモビリティの

実証運行などを進めており、地域住民の積極的な参加がみられる。 

 

 コミュニティバスとは、路線バスの運行が難しい地域等において、「地域の生活の足として、地域

が主体となって検討し、導入する交通手段」のひとつです。 

 「地域」、「行政」、「事業者」が連携・協働して導入を検討します。 

 地元のことを最もよく知る「地域」が中心となって取り組むことが重要です。 

出典：コミュニティバス導入の手引き 

 

 市では、グリーンスローモビリティが、地域の互助の活動で社会参加が促進され、地域内でのコミ

ュニケーションが活性化されるとともに、住環境の向上に寄与できると考えています。 

 地域でグリーンスローモビリティを安定・継続的に推進していくために、地域のソーシャル・キャ

ピタルの支援は必要不可欠です。 

出典：グリーンスローモビリティ地域推進事業 

 

（2）公共交通に関する評価と認知度 

令和 6年度の市民意識調査では、松戸市の公共交通が充実していると思う人が約半数となっていま

す。また、自宅の最寄りバス停を「知っていた人」が約 8割となっています。 

 

図 6-1 公共交通の充実度に関する評価 

 

 

図 6-2 最寄りバス停の認知状況 

出典：令和 6 年度松戸市市民意識調査 
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7. 交通渋滞の発生 
（1）松戸市の道路ネットワーク 

松戸市の道路ネットワークは、東京外かく環状道路と国道 6号が交差する外かん矢切入口を中心に

放射状に構成されている。令和 6年 4月時点で、松戸市内の都市計画道路は、44 路線、総延長

122.240 キロメートルのうち、73.436 キロメートルの区間が整備されている。 

 

表 7-1 松戸市内の都市計画道路の整備進捗状況 

事業主体 名称 事業期間 

松戸市 3・3・6 号 三矢小台主水新田線 平成 29 年度から令和 11 年度 

3・3・7 号 横須賀紙敷線 平成 30 年度から令和 13 年度 

3・4・18 号 馬橋根木内線 平成 30 年度から令和 7 年 

千葉県 3・4・16 号葛飾橋矢切線(延伸部)  - 

3・4・12 号紙敷高塚線 - 

出典：松戸市ホームページ「都市計画道路について」（令和 6 年 4 月） 

 

（2）交通渋滞 

松戸市の国県道の混雑度は県内ワースト 1位、混雑時旅行速度・平均旅行速度は県内ワースト 3 位

となっている。令和 4年 3月時点で、市内で 18箇所が主要渋滞箇所に特定されている。 

 

出典：第 1 回松戸市交通ビッグデータ見える化協議会 

図 7-1 混雑度 
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出典：第 1 回松戸市交通ビッグデータ見える化協議会 

図 7-2 松戸市の主要渋滞箇所 
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8. 地域のお困りごと 
（1）地形 

松戸市は、市域が台地～斜面地～低地の連続によって構成されており、急な傾斜や階段が多い。 

 

松戸市は、関東ローム層に代表される洪積層の台地と、江戸川沿いの沖積層の低地からなっている。

台地部は標高 25m～30m 程度で、6m～10m 程度の火山灰層が堆積しており、その下部層は洪積世の下総層

群が厚く堆積しており約 400m にも達する｡市域が台地～斜面地～低地の連続によって構成され、伸びや

かな台地が続く地形であり、坂道や階段が多い特徴がある。 

 

出典：松戸市総合計画 1 章 松戸市の現状と課題 

図 8-1 松戸市の地形 

 

 

図 8-2 住宅街の急傾斜 

 

図 8-3 階段 
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（2）歩行環境 

令和 6年度に実施した関係団体意向把握より、日常の移動において幅員の狭隘さや舗装の劣化・

破損など、歩行環境に対する指摘があった。 

 

 歩道が狭く、舗装がガタガタしており、ベビーカーで道を歩くのが大変。 

 自転車をよく利用するが、電動自転車でないと厳しい。 

 舗装がガタガタしており、高齢者が歩行器を押すのが難しい。 

 歩行者と自転車のすみ分けができていない。 

 歩行環境の安全が整っておらず、不安から外出をやめてしまう高齢者が一定数いる。 

出典：令和 6 年度関係団体意向把握 

 

（3）介助が必要な人 

令和 6年度に実施した市民意識調査において、回答者本人が外出する際に付き添いが「必要」な人

が約 5％、「家族の中に 1人で外出できない人がいる」人が 18%になっている。 

 

 

 

図 8-4 付き添いの要否 

 

 

 

図 8-5 1 人で外出できない家族の有無 

出典：令和 6 年度松戸市市民意識調査 
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9. 社会動向と松戸市の取組 
（1）地域公共交通の「リ・デザイン」 

国土交通省は、地域公共交通の「リ・デザイン」（再構築）として、官民共創・交通事業者間共

創・他分野共創の「3 つの共創」、自動運転や MaaS などデジタル技術を実装する「交通 DX」、車両電

動化や再エネ地産地消など「交通 GX」、を柱とした取組を推進している。 

 

 

 

出典：地域公共交通の「リ・デザイン」に関する制度について（令和５年１０月） 
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（2）地域交通共創モデルの推進 

国土交通省は、交通を地域の暮らしと一体と捉え、地域公共交通の維持・活性化を目的として複数

の主体が連携して行う取組として、地域交通共創モデル実証プロジェクトを推進している。 

本プロジェクトにおいて、共創モデル実証運行事業とモビリティ人材育成事業が実施されている。 

 

 

出典：国土交通省 地域交通共創モデル実証プロジェクト 
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（3）大規模災害時のリスク 

松戸市において、災害対策基本法に基づく「松戸市地域防災計画」や「帰宅困難者等対策に関する

基本的な指針」などが定められている。 

国土交通省では、「地域のモビリティ確保の知恵袋 2013」の中で、災害時のモビリティ確保の重要性

やモビリティの役割について示している。災害時におけるリスクを低減し、復旧における関係機関の

役割を明確化することで、大規模災害に備えた取組を継続することが求められている。 

 

災害時には、災害による直接的な被害から人命を守ることに加えて、その後の避難生活等における生

活の質の確保（暮らしを守る）が必要である。その中で、地域のモビリティは、生活の質の確保ための

手段の一つとして、重要な役割を担う。 

出典：地域のモビリティ確保の知恵袋 2013～災害時のモビリティ確保に向けた取組のススメ～ 

 

（4）最新技術などを活用した新たな移動手段 

松戸市では、令和 6年度、地域公共交通計画の策定に向けた先行調査研究として、交通量が多い公

道で特別装置自動運転車両による 3週間の実証調査を行った。 

国土交通省は、世界で初めてレベル３を実現するなど着実に技術が進展していることを受け、2025

年度を目途に全国 50 か所、2027 年度を目途に全国 100 か所以上への自動運転移動サービスの実現を目

標としている。 

 

出典：自動運転の実現に向けた取り組みについて（令和 5年 5 月） 

 

（5）「ゼロカーボン」の実現 

国土交通省は、2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、カーボンニュートラ

ル、脱炭素社会の実現を目指し、多様な分野で取り組みを強化している。 

松戸市では、令和 4年 2月の令和 4年 3月定例会において、2050 年までに二酸化炭素排出量を実質

ゼロにする「ゼロカーボン」の実現に向け、取り組みを進めていくことを表明した。 


